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第４章 「水質管理研究にみる費用最小化問題と制度」 デイルズとの比較。 
環境の価格を測定する環境評価論を前提としない環境経済学が、制度分析に
帰着せざるを得ないことが、デイルズ(J.H. Dales)の主張と関連させて論じられ
る。まず、自然科学によって定められた環境基準を最小費用で達成するという
ボーモル(W.J. Baumol)＝オーツ(W.E. Oates)税のアイデアはクネーゼ、そして
デイルズにあったことが確認される。ただし、ボーモル＝オーツ税は高い税率
賦課になる構造をもち、実際の適用に制限をおかれている事実が指摘される。 
デイルズは、生態学的に望ましい水質基準は、経済学ではなくて、自然科学
や政治的知見によって設定されるべきであり、経済学の役割は、そのように設
定された基準を最小費用で達成する政策手段を示すことにあると主張し、また
政策手段としては汚染権の市場取引が最適とした。またそれを行う主体として、
政府ではなくて「水管理委員会」を提案した。これはクネーゼの「流域圏管理
機関」にヒントを与えられた性格を有するものであった。以上の検討からわか
るように、環境評価の不可能を前提にした環境経済学は、制度分析（＝政策目
標・手段・主体の望ましい組み合わせ）に行きつかざるを得ないことが結論さ
れる。 
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第５章「物質収支アプローチ」 カップの社会的費用論との比較。 
クネーゼは、経済における廃棄過程の意義を明確に意識し、環境基準設定に
おける地域のマテリアル・フローを「地域的環境管理機関」に担わせることを
提唱している。この意味で彼はエコロジー経済学の提唱者として位置づけられ
るが、著者はこうした評価を越えた位置づけを与えている。クネーゼの「地域
的環境管理機関」の構想は、クネーゼの初期からの水質管理における「流域圏
管理機関」に関する詳細な研究を引き継ぐものであり、この点に彼の物質収支
アプローチの特質が認められる。さらに、クネーゼと問題意識を共有するカッ
プの社会的費用論においては、市場価値による評価の困難性という問題を社会
的価値判断を担保する制度分析に委ね、この意味で外部不経済論に対する原理
的批判に終始することになったのに対し、クネーゼの場合には、限界分析や最
適化問題にこだわることによって、具体的政策論を通じて外部不経済論を修正
し拡張しようとした点に、独自の意義を認められる。 
 
第６章 「環境政策の倫理的基盤」費用便益分析（主流派）批判 
クネーゼは、「ファスト的取引」（1973 年）において核燃料サイクル施設に言
及して、原子力発電に伴う無限大とも言える費用と負担については費用便益分
析では判断不能であることを明言している。それは、第 1 章『水資源』でみた
無形費用にかかわり、さらに便益・費用の世代間分配にもかかわる問題であっ
た。クネーゼはこうした問題を倫理的道義的問題と呼び、専門的な経済学者が
「決定を下す正当性をもたない」問題だと主張した。クネーゼは、原子力発電
問題についての倫理的評価として、功利主義を自由主義・平等主義によって修
正することを唱えているが、なお問題提起の域を出なかった。 
 
終章 
 以上の議論の要約と課題が示される。 
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Ⅱ．論文審査の結果の要旨 
 
クネーゼという環境経済学の発展において重要な位置を占めながら、なお研
究史のうえでは正当な評価を与えられていない人物の研究の軌跡を、初期（1959
年）から晩年（2000 年）に至る多数の著作にあたったうえで、主要な論点を三
つに区分して、しかもピグー、コース、カップ、デイルズ、ボーモル、オーツ、
デーリー(H.F. Daly)をはじめ他の論者との比較を通じて、本格的かつ体系的分
析がなされたことが、本論文の最大の特徴をなしている。 
 さらに本論文は、クネーゼを軸に環境問題について発言をした多くの経済学者
の主張との比較によって、経済学のなかでも新しい分野である環境経済学の歴
史の中で、クネーゼを位置づけた点に、学術上の大きな貢献が認められる。こ
うして本論文は、環境経済学史という新たな研究分野の開拓に成功した業績と
して評価されるべきである。 
以上によって、本論文の高い学問的意義が確認された。 
 
 
 
